
番　号 23

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

調 査 票

特殊法人名 関西国際空港株式会社

HPアドレス http://www.kiac.co.jp

66.67%

組織形態 特殊会社

根拠法規 関西国際空港株式会社法（昭和５９年法律第５３号）

なし

なし

国会の
関与

所管府省 国土交通省

資本金

事業目的 関西国際空港の設置及び管理

８１０９億円 政府出資比率

今後の組織改編予定 なし

代表取締役又は代表執行役の選定及び会食並びに監査役の選任及び解
職には、国土交通大臣の認可が必要。（関空国際空港株式会社法第１６条）

毎事業年度の開始前に、国土交通省令で定めるところにより、当該事業年度
の事業計画を国土交通大臣に提出して、その認可を受けなければならな
い。これを変更しようとするときも同様。（関西国際空港株式会社法第１７条）

政府の
関与

http://www.kiac.co.jp/�




２ 職員数等

非常勤

515人 12人

プロパー職員数 181人 12人

所管官庁からの出向者数 192人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 21人 0人

83人 0人

32人 0人

6人 0人

同上 479人 14人

プロパー職員数 188人 14人

所管官庁からの出向者数 175人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 15人 0人

66人 0人

29人 0人

6人 0人

同上 455人 12人

プロパー職員数 194人 12人

所管官庁からの出向者数 166人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 9人 0人

55人 0人

22人 0人

9人 0人

同上 446人 14人

プロパー職員数 206人 14人

所管官庁からの出向者数 161人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 4人 0人

43人 0人

23人 0人

9人 0人

同上 422人 11人

プロパー職員数 208人 11人

所管官庁からの出向者数 141人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 4人 0人

36人 0人

25人 0人

8人 0人

同上 402人 12人

プロパー職員数 212人 12人

所管官庁からの出向者数 118人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 4人 0人

32人 0人

28人 0人

8人 0人

平成１７年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

その他（自治体）

その他（民間）

その他（他の特殊法人）

その他（民間）

その他（他の特殊法人）

平成１４年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

その他（自治体）

平成１５年４月１日現在

その他（民間）

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

その他（自治体）

その他（自治体）

その他（民間）

平成１３年４月１日現在

その他（他の特殊法人）

その他（他の特殊法人）

関西国際空港株式会社

その他（他の特殊法人）

その他（自治体）

その他（民間）

その他（自治体）

その他（民間）

その他（他の特殊法人）



同上 378人 10人

プロパー職員数 222人 10人

所管官庁からの出向者数 101人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 4人 0人

24人 0人

22人 0人

5人 0人

３ 役員数等

非常勤

11人 3人

10人 3人

10人 3人

8人 3人

8人 3人

8人 4人

8人 3人

常　勤

平成１９年４月１日現在

役員数

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

その他（民間）

その他（自治体）

その他（他の特殊法人）



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

（注）　役員は、非常勤を含む

取締役　計

報　　酬　　総　　額

監査役　計

取締役　計

監査役　計 16,675千円

135,727千円

取締役　計

166,656千円

133,080千円

備考　役職名により個人を特定できることから、個人情報保護の観点より個別の開示は控えさせていただきます。

取締役　計

監査役　計

116,675千円

16,405千円

監査役　計

監査役　計

取締役　計

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

218,046千円

183,331千円

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

133,080千円

134,797千円

119,302千円

129,084千円

9,207千円

16,425千円

118,392千円

16,405千円

60,122千円

監査役　計

監査役　計

支　給　年　度

報　　酬　　年　　額役　　　職　　　名

17,534千円

200,512千円

取締役　計

取締役　計

16,712千円



５ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人
等役員経
験

就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

－ － H15.6.25 74

株式会社きんでん 取締役会長 非常勤 不明
コスモ石油株式会社 監査役（非常勤） 非常勤 不明
日中科学技術協力会議 理事 非常勤 無給

－ － H15.6.25 69

非常勤 不明
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給

○ ○ H15.6.25 64

非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給

－ － H18.6.27 59

非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給

○ － H16.6.24 58常務取締役兼常務執行役員

関西国際空港用地造成株式会社 取締役

関西国際空港熱供給株式会社 取締役
関西国際空港セキュリティ株式会社 取締役
関西国際空港給油株式会社 取締役

関西国際空港給油株式会社 代表取締役社長
関西国際空港施設エンジニア株式会社 代表取締役社長

財団法人　日中青少年旅行財団 理事
大阪府海域美化安全協会 理事長

社団法人　関西経済同友会 幹事
財団法人　日本気象協会 理事

泉佐野商工会議所 参与
関西国際空港用地造成株式会社 代表取締役社長

関西国際広報センター 理事
社団法人　関西飛行協会 顧問

財団法人　大阪湾ベイエリア開発推進機構 参与
財団法人　アジア太平洋観光交流センター 理事

委員
大阪商工会議所　国際ビジネス委員会 委員
財団法人　大阪２１世紀協会 理事

松下電器産業株式会社 顧問
大阪商工会議所　運輸部会 副部会長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

常務取締役兼常務執行役員

昭和４０年　４月　運輸省入省
　日本国有鉄道清算事業団総務部長、東北運輸局長、海上保安庁総務部長、海上保安庁次長、平成６年
５月退任
平成　６年　６月　社団法人日本旅行業協会専務理事
平成　７年　６月　　　　　同　　　　　　　　　　　理事長
平成　８年　７月　日本貨物航空株式会社取締役
平成　８年１０月　　　　　同　　　　　　　　　　常務取締役
平成１１年　６月　　　　　同　　　　　　　　　　専務取締役　平成１５年６月退任

関西国際空港施設エンジニア株式会社

堀之内　慎也

大阪府病院事業局長　平成１８年３月退任

取締役
関西国際空港情報通信ネットワーク株式会社 取締役

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

副委員長
大阪商工会議所　集客機能強化委員会

平野　忠邦

比沢　一行

株式会社関西エアポートエージェンシー 代表取締役社長

大阪商工会議所　都市再生委員会

宮本　一

株式会社きんでん　取締役会長（現任）

村山　敦

松下電器産業株式会社　代表取締役副社長　平成１５年６月退任



非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給

○ － H17.6.24 56

非常勤 無給
非常勤 無給

○ ○ H16.8.2 57

非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給

－ － H17.6.24 66

常勤 有給
非常勤 無給

－ － H15.6.25 62

非常勤 無給
非常勤 無給
非常勤 無給

－ － H17.6.24 66

非常勤 有給

－ － H18.6.27 62

常勤 有給

関西国際空港用地造成株式会社 監査役

関西国際空港熱供給株式会社 取締役

関西国際空港施設エンジニア株式会社 代表取締役副社長
関西国際空港セキュリティ株式会社 取締役

関西国際空港給油株式会社 取締役

独立行政法人港湾空港技術研究所 外部評価委員会委員
次世代空港システム技術研究組合

関西国際空港用地造成株式会社 監査役

昭和４７年４月　運輸省入省
　港湾局建設課次席港湾工事安全検査官、港湾局建設課主席港湾工事安全検査官、第三港湾建設局長、
中国地方整備局副局長、東北運輸局長　平成１４年８月退任
平成１４年９月　財団法人港湾空港建設技術サービスセンター　専務理事　平成１６年８月退任

理事

関西国際空港給油株式会社 監査役

関西国際空港セキュリティ株式会社 代表取締役社長

関西国際空港施設エンジニア株式会社 監査役
株式会社関西エアポートエージェンシー 監査役

昭和４７年４月　大蔵省入省
　理財局国有財産審査課長、国家公務員共済組合連合会総務部長、北海道財務局長　平成１６年６月退
任

関西国際空港用地造成株式会社 取締役

藤本　明夫 監査役（非常勤）

社団法人　関西経済連合会　特別秘書役（現任）

社団法人　関西経済連合会 特別秘書役

武田　政義 監査役（非常勤）

兵庫県出納長（現任）

兵庫県 出納長

吉井　宗一郎 監査役（常勤）

住友金属工業株式会社　常任監査役　平成１５年６月退任

関西国際空港セキュリティ株式会社 監査役

関西国際空港情報通信ネットワーク株式会社 監査役
関西国際空港用地造成株式会社 監査役

井越　將之 取締役（非常勤）

備考
本項目中、前職の報酬及び退任慰労金並びに兼職先での報酬については、子会社役員を兼務する場合及
び明確になっている場合を除き、当社においてデータを保有していないため不明である。
また、当社としては、個人のプライバシーに属する事柄であることであり、当社が出資している法人で
ないことから、これらの法人等に対して調査に協力を求めることは適当でないと判断するところであ
り、回答を差し控えさせていただきます。

大阪市副市長（現任）

大和田　優

昭和４９年４月　警察庁入庁
　近畿管区警察局総務部長、鳥取県警察本部長、関東管区警察局総務部長、警察大学校副校長、四国管
区警察局長　平成１７年６月退任

島田　知明

常務取締役兼常務執行役員

常務取締役兼常務執行役員

関西国際空港熱供給株式会社 監査役

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

大阪市 副市長



６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 125,581千円 常　勤 常　勤 8.0年    

(96,138千円) 非常勤 非常勤 -

平成１４年度 11,709千円 常　勤 常　勤 8.1年    

(0千円) 非常勤 非常勤 -

平成１５年度 221,847千円 常　勤 常　勤 9.6年    

(141,676千円) 非常勤 非常勤 -

平成１６年度 66,490千円 常　勤 常　勤 9.7年    

(23,285千円) 非常勤 非常勤 -

平成１７年度 77,086千円 常　勤 常　勤 9.9年    

(20,278千円) 非常勤 非常勤 -

平成１８年度 94,891千円 常　勤 常　勤 11.4年    

(15,010千円) 非常勤 非常勤 -

役　　職　　名

平成１３年度 専務取締役

専務取締役

常務取締役

常務取締役

非常勤監査役

非常勤監査役

平成１４年度 非常勤監査役

平成１５年度 代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

常務取締役

常務取締役

監査役

常任参与

平成１６年度 常務取締役

常務取締役

平成１７年度 常務取締役

非常勤監査役

非常勤監査役

平成１８年度 専務取締役

非常勤監査役

非常勤監査役

備考　退職年度と役職名により個人を特定できることから、個人情報保護の観点より個別の開示は控えさせてい
ただきます。

15,010千円

23,285千円

20,278千円

141,676千円

支給年度

退職年度

（役職別基本額）×２８／１００×（在任月数）

役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

2,341千円

5,888千円

6,172千円

-

-

0千円

7,988千円

-

（役職別基本額）×３６／１００×（在任月数）

96,138千円

H16.1.1から

計　　算　　式

左の平均勤続年数

退職金額

7,100千円

6,166千円

-

-

-

（役職別基本額）×２５／１００以下（※）×（在任月数

H14.3.31まで

H14.4.1からH15.12.31まで

（※取締役会の決議又は監査役の協議により決定した割合）



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

４年
以上

対象人数

54人 22人 11人 10人 3人 8人 民間

3人 2人 1人 0人 0人 0人 国

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人

40人 5人 17人 6人 8人 4人 民間

3人 1人 2人 0人 0人 0人 国

2人 1人 0人 1人 0人 0人 特殊法人

41人 12人 4人 16人 4人 5人 民間

2人 1人 1人 0人 0人 0人 国

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人

1人 1人 0人 0人 0人 0人 公益法人

33人 12人 11人 3人 6人 1人 民間

2人 1人 1人 0人 0人 0人 国

1人 0人 1人 0人 0人 0人 公益法人

34人 10人 10人 8人 2人 4人 民間

1人 0人 1人 0人 0人 0人 国

1人 1人 0人 0人 0人 0人 公益法人

34人 14人 7人 7人 5人 1人 民間

1人 1人 0人 0人 0人 0人 国

1人 0人 1人 0人 0人 0人 公益法人

29人 7人 13人 5人 3人 1人 民間

1人 0人 1人 0人 0人 0人 国

2人 1人 0人 1人 0人 0人 公益法人

１４　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１５　行政組織から特殊法人への再就職 引き続き調査中

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

出向者の給与について補填している場合

備考
補填の有無及び額については、出向協定上の取り決めとして相手方があるものであり、今後の出向関係を維持していく
上で支障をきたす可能性があるため開示は控えさせていただきます。

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１９年度（４月～９
月までの６カ月分）

経過年数

出向先の区分

平成１３年度

出向職員数
補　　填　　総　　額

平成１８年度

平成１４年度
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